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2025（令和７）年度一宮市食品衛生監視指導計画実施結果 

「2025（令和７）年度一宮市食品衛生監視指導計画」に基づき、食品営業施設への監視指導、食品等の収

去検査及び食品衛生に関する知識の普及等を実施して、食品衛生上の危害の発生を防止しました。 

１ 施設への監視指導 

（１）営業許可・届出及び監視指導 

食の安全・安心を確保するため、食品衛生法（以下「法」という。）に基づく営業の許可及び届出を受理

するとともに、食品営業施設の監視指導等を実施しました。 

ア 許可を要する食品営業施設数及び監視指導件数 

a 旧食品衛生法に基づく許可を要する食品営業施設（2021(令和３)年５月までの許可業種） （単位：件） 

区分 施設数 
新規営業

許可件数

継続営業

許可件数
廃業件数

監視指導

件数 

飲食店営業 461 - - 153 71

菓子製造業 86 - - 19 14

乳処理業 - - - - -

特別牛乳搾取処理業 - - - - -

乳製品製造業 - - - - -

集乳業 - - - - -

魚介類販売業 33 - - 8 1

魚介類競り売り営業 - - - - -

魚肉練り製品製造業 - - - - -

食品の冷凍又は冷蔵業 2 - - 1 0

缶詰又は瓶詰食品製造業 - - - - -

喫茶店営業 11 - - 6 0

あん類製造業 - - - - -

アイスクリーム類製造業 9 - - 1 2

食肉処理業 4 - - 0 2

食肉販売業 43 - - 9 2

食肉製品製造業 - - - - -

乳酸菌飲料製造業 - - - - -

食用油脂製造業 - - - - -

マーガリン又はショートニング製造業 - - - - -

みそ製造業 - - - - -

しょうゆ製造業 - - - - -

ソース類製造業 1 - - 0 0

酒類製造業 - - - - -

豆腐製造業 - - - - -

納豆製造業 - - - - -

麺類製造業 3 - - 1 0

そうざい製造業 3 - - 5 2

添加物製造業 - - - - -

食品の放射線照射業 - - - - -
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清涼飲料水製造業 1 - - 0 1

氷雪製造業 - - - - -

計 657 - - 203 95

b 改正食品衛生法に基づく許可を要する食品営業施設（2021(令和３)年６月からの許可業種） 

（単位：件） 

区分 施設数 
新規営業

許可件数

継続営業

許可件数
廃業件数

監視指導

件数 

飲食店営業 2,885 781 4 189 996

調理の機能を有する自動販売機 37 5 0 3 10

食肉販売業 63 13 0 2 29

魚介類販売業 57 13 1 1 19

魚介類競り売り営業 0 0 - - -

集乳業 0 0 - - -

乳処理業 0 0 - - -

特別牛乳搾取処理業 0 0 - - -

食肉処理業 14 3 0 0 4

食品の放射線照射業 0 0 - - -

菓子製造業 277 69 1 7 120

アイスクリーム類製造業 3 1 0 0 1

乳製品製造業 0 0 - - -

清涼飲料水製造業 3 1 0 0 4

食肉製品製造業 2 0 0 0 1

水産製品製造業 3 1 0 0 4

氷雪製造業 0 0 - - -

液卵製造業 0 0 - - -

食用油脂製造業 5 2 0 0 4

みそ又はしょうゆ製造業 1 0 0 0 1

酒類製造業 4 2 0 0 5

豆腐製造業 5 1 0 0 2

納豆製造業 0 0 - - -

麺類製造業 18 2 0 0 8

そうざい製造業 73 15 0 3 29

複合型そうざい製造業 7 1 0 0 5

冷凍食品製造業 4 1 0 0 6

複合型冷凍食品製造業 0 0 - - -

漬物製造業 7 0 0 0 4

密封包装食品製造業 6 0 0 1 6

食品の小分け業 6 1 0 0 1

添加物製造業 3 0 0 0 2

計 3,483 912 6 206 1,261
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イ 届出を要する食品営業施設数及び監視指導件数 （単位：件） 

区分 施設数 
監視指導

件数 

旧許可業種で

あった営業 

魚介類販売業（包装済みの魚介類のみの販売） 27 0

食肉販売業（包装済みの食肉のみの販売） 53 1

乳類販売業 168 14

氷雪販売業 3 0

コップ式自動販売機（自動洗浄・屋内設置） 530 2

販売業 

弁当販売業 10 0

野菜果物販売業 54 1

米穀類販売業 29 1

通信販売・訪問販売による販売業 7 0

コンビニエンスストア 154 16

百貨店、総合スーパー 85 25

自動販売機による販売業（コップ式自動販売機（自動洗

浄・屋内設置）を除く。） 
110 1

その他の食料・飲料販売業 460 25

製造・加工業

添加物製造・加工業（法第 13 条第１項の規定により規格

が定められた添加物の製造を除く。） 
0 -

いわゆる健康食品の製造・加工業 3 1

コーヒー製造・加工業（飲料の製造を除く。） 33 1

農産保存食料品製造・加工業 13 3

調味料製造・加工業 7 1

糖類製造・加工業 0 -

精穀・製粉業 1 1

製茶業 7 0

海藻製造・加工業 1 1

卵選別包装業 4 1

その他の食料品製造・加工業 39 3

上記以外のも

の 

行商 6 0

集団給食施設 199 40

器具、容器包装の製造・加工業（合成樹脂が使用された

器具又は容器包装の製造、加工に限る。） 
14 0

露店、仮設店舗等における飲食の提供のうち、営業とみ

なされないもの 
2 0

その他 20 2

計 2,039 140



4 

ウ 施設への監視指導件数 

過去の食中毒発生状況、違反又は苦情の発生状況、取扱食品の種類、特性、流通範囲等を考慮し、

危害分析を踏まえ、危害度の高い施設に重点をおいて監視指導を実施しました。 

（単位：件・％） 

施設 計画数 監視指導件数 実施率 

大量調理施設 ※1 6 11 183

集団給食

施設 

学校給食共同調理場・病院・学校施設 30 31 103

その他 50 93 186

生食用又は加熱不十分な食肉を提供している施設 20 26 130

各種製造業 ※2 300 232 77

その他 1,000 1,131 113

※1 同一メニューを 1回 300 食以上又は 1日 750 食以上調理又は製造する施設 

※2 漬物製造業、そうざい製造業、食肉製品製造業、菓子製造業など 

（２）食鳥処理場等への監視指導 

食鳥処理場等に対し、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律に基づき、確認規程に基づく確

認及び処理羽数の記録等について監視指導を実施しました。 

ア 食鳥処理場等施設数及び監視指導件数 （単位：件） 

区分 施設数 
監視指導 

件数 

認定小規模食鳥処理場
生体処理を行う施設 1 1

生体処理を行わない施設 1 1

届出食肉販売業者 1 1

計 3 3

イ 食鳥検査状況 （単位：羽） 

区分 処理羽数 廃棄羽数 

認定小規模食鳥処理場
成鶏 1,172 0

ブロイラー 2,975 2

計 4,147 2
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２ 食品等の収去検査 

（１）収去検査 

主に市内において生産、製造、加工する食品等や広域流通食品を対象として、過去の違反発見状況や食

品の特性、製造者の衛生管理の状況等を踏まえ、食品群ごとに検査項目を設定し、収去検査を実施しまし

た。 

収去検査実施状況 （単位：件） 

区分 
収去 

検体数 

違反 

検体数 

違反内容 

微生物 理化学 表示 その他

魚介類 2 0 - - - -

冷凍食品 11 0 - - - -

魚介類加工品 

（缶詰・瓶詰を除く。） 
2 0 - - - -

肉卵類及びその加工品 

（缶詰・瓶詰を除く。） 
8 0 - - - -

乳製品 - - - - - -

乳類加工品（アイスクリーム類を 

除き、マーガリンを含む。） 
- - - - - -

アイスクリーム類・氷菓 5 0 - - - -

穀類及びその加工品 

（缶詰・瓶詰を除く。） 
3 0 - - - -

野菜類・果物及びその加工品 

（缶詰・瓶詰を除く。） 
5 0 - - - -

菓子類 3 0 - - - -

清涼飲料水 - - - - - -

酒精飲料 1 0 - - - -

氷雪 - - - - - -

水 - - - - - -

缶詰・瓶詰食品 - - - - - -

その他の食品 22 0 - - - -

添加物及びその製剤 - - - - - -

器具及び容器包装 - - - - - -

おもちゃ - - - - - -

計 62 0 - - - -

（２）違反等の発見状況 

ア 規格が定められた食品の検査 

法第 13 条第１項の規定により規格が定められた食品については、規格に適合しているかを確認す

るための検査を実施しました。その結果、違反はありませんでした。 

イ 規格が定められていない食品の検査 

規格が定められていない食品については、製造における衛生管理の状況を確認するため、旧衛生規

範(※3)を参考として検査を実施しました。その結果、衛生管理の確認が必要と考えられた検体はあり

ませんでした。 

※3 「弁当及びそうざいの衛生規範について」(昭和 54 年 6 月 29 日付け環食第 161 号厚生省環境

衛生局食品衛生課長通知)等をいう。これらは、食品衛生法等の一部を改正する法律(平成 30 年法

律第 46 号)の施行に伴い廃止された。  
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３ 食中毒等健康危害発生時の対応 

（１）食中毒 

食中毒発生時に、原因となった食品及び病因物質を究明するため、患者の疫学的調査、患者検便及び施

設・器具類の拭き取り検体等の検査を実施しました。営業者及び食品等取扱者に対し、必要な措置、衛生

講習等を実施し、健康被害の拡大及び再発の防止を図りました。 

食中毒発生状況 （単位：人） 

発生日 原因施設 喫食者数 患者数 原因食品 病因物質 

2025（令和 7）年

12月 20 日
飲食店 44 31 

当該施設で提

供された食事
ノロウイルス

2026（令和 8）年

1 月 9 日
飲食店 20 9 

当該施設で提

供された食事
ノロウイルス

（２）行政処分 

食中毒の発生に対して、行政処分を行いました。また、無許可営業施設に対しては、始末書を徴収し、

直ちに許可を取得させました。 

行政処分状況  （単位：件） 

区分 
許可の 

取消 

営業の 

禁停止 

施設の 

改善命令 

物品の廃棄

回収命令 
告発 その他 

許可を要する施設 0 2 0 0 0 4

届出を要する施設等 0 0 0 0 0

計 0 2 0 0 0 4

４ 食品等事業者自らが実施する衛生管理 

（１）食品等事業者が講ずべき公衆衛生上の措置の指導等 

営業許可に係る実地調査及び定期的な監視指導において、食品等事業者に対し、ＨＡＣＣＰに沿った衛

生管理を適切に実施できるよう、衛生管理計画の作成、実施状況の記録について指導及び啓発を実施しま

した。監視指導件数については、１（１）のとおりです。 

（２）食品の自主回収 

法及び食品表示法に基づく食品の自主回収（リコール）報告制度により、食品等事業者が行う食品等の

自主回収についての届出を受理し、対応を確認したうえで厚生労働省及び消費者庁に報告しました。 

自主回収届出状況 

届出年月日 対象食品 回収理由 

2025（令和 7）年 4月 2日 肉類 要冷蔵生肉等を常温で保管・販売 

2025（令和 7）年 5月 16 日 鮮魚介類 保存温度表示の欠落 

2025（令和 7）年 7月 2日 弁当 アレルゲン表示の欠落 

2026（令和 8）年 2月 14 日 弁当 アレルゲン表示の欠落 

2026（令和 8）年 3月 4日 そうざい アレルゲン表示の欠落 

５ 食品リスクに関する情報提供等 

（１）市民からの相談対応 

市民から寄せられた有症苦情又は異物混入等の申出を受け、調査等を実施しました。食品の取扱いの相

談に対しては、衛生知識の普及啓発を行いました。 
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相談対応状況  （単位：件） 

区分 件数 

有症苦情 49

異物混入 24

異味・異臭 6

食品の取扱い 28

表示 12

計 119

（２）食品衛生講習会の開催 

食品衛生責任者や給食調理従事者等に対しては、食中毒予防やＨＡＣＣＰに沿った衛生管理に関する講

習会を開催しました。また、消費者に対しては、小学生向けに海から取れる食べ物の安全を守る仕組みに

ついて講習会を開催しました。 

講習会開催状況 （単位：回・人） 

区分 回数 人数 

事業者向け講習会 12 355

消費者向け講習会 3 30

計 15 385


